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本事業の背景

◼ カーボンニュートラル実現に向け、次世代自動車等の本格普及に向けた取組が各国で進められつつあり、次世代自動車等に用いられるリチウムイオ

ン電池や電動モーターに用いられるネオジム磁石の製造には、リチウム、コバルト、ニッケル、グラファイト、レアアース等の鉱物資源が必要不可欠である。
併せて、今後のIoTや5G等の次世代通信インフラの普及に伴い、タンタル、インジウム、フッ素（蛍石）等の高機能製品に必要不可欠な鉱物資源
も需要増加が見込まれており、加えて、レアアース、タングステン、アンチモン等の鉱物資源は、世界生産量の大宗を中国に依存している。これらのレ

アメタルは、産業競争力の維持だけでなく、安全保障上もその調達リスクを軽減することが必要とされる一方で、我が国はその大宗を輸入に依存し

ており、今後の需要増加に伴い供給リスクの顕在化が予想されることから、当該資源の安定供給を確保していくことが我が国にとって非常に重要な
課題である。

◼ 資源エネルギー庁が策定した新国際資源戦略（令和2年3月）において、レアメタルについては今後の次世代自動車や通信インフラ等の普及に

伴って需要が拡大することに加え、安全保障上も重要であることから、その安定供給の確保を進めることが必要と指摘された。特に、こうしたレアメタ

ルは鉱種が多岐に渡り、個々の鉱種毎に需給構造、市場動向等が異なり、それに応じた具体的な方策も異なり得ることから、個別鉱種についてリ

スクの洗い出しと類型化を行うこと、及び個別鉱種の特性を踏まえた適切な政策対応の検討が必要であるとされた。今後、同戦略を踏まえた各種
情報収集・分析及び対応する政策の検討を行うことが本事業の趣旨である。

本事業の目的

◼ 本事業においては、我が国が大宗を輸入に依存しているレアメタルについて世界及び日本の需要側と供給側の動向、我が国への供給構造（サプ

ライチェーン）等といった現状について把握した上で、重要な資源国のカントリーリスク、市場規模や健全性、鉱業に関するガバナンス、各資源プロ
ジェクトのポテンシャル等の供給リスクに対する分析・数値化を行う。

◼ 分析結果を元に抽出された課題に対応する、鉱種毎の特性に合わせた安定供給確保政策を具体的に洗い出し、鉱種特性に合わせた課題と政

策を定量的に類型化する。さらに、鉱種毎に政策対応の類型化と政策を具体化し、我が国の次期資源確保戦略の策定に資することで、今後の

カーボンニュートラル実現に向けて、我が国の産業競争力の維持、及び安全保障上においても必要不可欠な鉱物資源の安定供給確保を図ること
を目的とする。

本事業では我が国産業における重要鉱種について鉱種特性に応じたリスクを

定量的に評価し鉱物資源の安定供給の確保に向けた鉱種ごとの対策を提言した
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1. 調査対象鉱種の選定
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備蓄基本方針

備蓄基本方針における評価の観点を基に備蓄のリスク対策を評価した

鉱種毎の特性に関する調査・分析2

備蓄

備蓄基本方針*における評価の観点

＊：石油天然ガス・金属鉱物資源機構金属鉱産物の備蓄に係る基本方針（案）（令和２年７月１日経済産業省)

①
✓ 輸入量における我が国の資源確保において脅威となりうる、

特定国への輸入依存度

④
✓ 国内需要を輸入量の５か年移動平均で評価し、５年単

位で比較した場合の増減率等

②
✓ 政策安定性（過去の禁輸措置等の発生頻度等）、労働争議

発生状況、環境規制動向、電力供給安定度、異常気象発生

状況、インフラ整備状況、流行性感染症対応等

③
✓ 海外鉱山から日本に輸入されている金属鉱産物のうち日

本企業等が権益を有している割合や、リサイクル等国内原

料使用量等から算出した自給状況

⑤
✓ 産業ニーズの変化等による将来的な重要性、他鉱種で代

替が可能となる可能性 等

特定国への輸入依存度

国内需要動向

供給途絶発生の可能性

日本の自給状況

その他の付加的要素

✓ 輸入相手国ガバナンス

（製錬品）

✓ 過去の需要動向

✓ 取引市場の有無

✓ 非連続的に需要が伸

びる製品に使われる鉱

種

✓ バイプロの場合は上流

対策を打てない

本調査で採用する指標

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 金属鉱産物の備蓄に係る基本方針（案）（令和２年７月１日経済産業省）

（１）備蓄鉱種の選定

国は、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する省令（平成16年経済産業省令第９号）第19条第２項で定める金属鉱産物（以

下単に「金属鉱産物」という。）34鉱種のうち、産出国の偏在性や輸入における依存度、産出国等の政情や、今後の技術進展等も見すえた将来的な需要動向等を総合的に判断し、実際に買入

れ等を行う備蓄鉱種を選定する。

（２）備蓄目標日数の設定

備蓄目標日数は、本制度がレアメタルの供給途絶時の「最後の手段」としてサプライチェーンを下支えする役割を担うことにかんがみ、JOGMECが保有する国家備蓄に対して設定する。備蓄目標日数

は、特に、地政学的リスクが高い鉱種・品目は想定される供給途絶リスクに対して十分な日数となるよう上方設定し、一方で、供給安定性が向上した鉱種・品目は下方設定する。国は、JOGMEC

が以下の①から⑤に示す項目毎にリスクを定量的に評価した結果に応じ、備蓄鉱種毎に算定した日数に基づき、必要に応じて国の資源政策の観点からの政策的判断要素を加味した上で、備蓄目

標日数を最終的に決定する。
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